
（様式1）
年　月　日

　　経済産業大臣　名　　殿

　都道府県知事又は市区町村長　名
※複数の地方公共団体が連名で申請する場合は、それぞれの代表者名を記載すること

脱炭素電源活用型GX戦略地域（主たる申請者である地方公共団体名）　計画申請書

記
１．申請主体・担当者連絡先等 
主たる申請者
	申請者
	地方公共団体名
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	E-Mail
	


※GX産業団地の整備の事業主体（地方公共団体）又は事業主体（民間事業者・公社等）と連携する地方公共団体を記載すること。なお、複数の地方公共団体、民間事業者等と共同申請を行う場合は、主たる申請者は一つの地方公共団体に限定し、その他の地方公共団体及び民間事業者等は共同申請者とすること。

共同申請者
	申請者
	地方公共団体又は
事業者名
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	E-Mail
	


※共同申請者が複数となる場合は、適宜表を追加すること。
申請形態
	申請形態
※下記①～④から選択
	選択
	エリア名称
（②の場合のみ）
	選定を希望するエリアの名称を御記載ください。（例：xx県北部エリア）
※当該地域名・市町村名等でも構いません。

	〇○エリア






【参考】申請形態（第7回GX産業構造実現のためのGX産業立地ワーキンググループ資料を参照）
[image: テーブル

AI によって生成されたコンテンツは間違っている可能性があります。]
※本申請書は計画の概要を記載するものであり、各項目の記載内容の詳細及び根拠を別添資料として必ず提出すること（様式自由）。また、本申請書の各項目の記入欄には、別添資料の該当する頁番号を必ず記載すること。
※本申請書の各記載欄は最大500文字で記載すること。







２．インフラ整備に関する事項

２．１　候補地の概要
GX産業団地の整備を検討中の地点、事業主体及びその住所の一覧を御記載ください。
※候補地は、計画構想段階～分譲中（本制度の公募開始時点で入居企業が未決定の状態※1を示す）のものに限り、既に事業者が進出している、又は進出が決定している土地は対象外とする。
※１「入居企業が未決定の状態」とは、土地売買に関する優先交渉権者が決定していない、又は土地売買契約が締結されていない状態とする。
※候補地ごとの総面積（開発区域全体の面積）は10ha以上を目安とする。
※各候補地は、一団の土地であることを前提とする。道路等により分断されている場合であっても、一体としての利用に供することが可能な土地であれば、単一の候補地とする。
※造成済の産業団地を候補とする場合には、入居企業が未決定の土地部分のみを対象とする。
※民間事業者・公社等が事業主体となる団地整備等の場合には、当該事業者を記載し、続けて括弧書きで、連携する地方公共団体名を記載すること。

	#
	団地名称
	事業主体
	住所

	候補地①
	
	
	

	候補地②
	
	
	


※複数候補地が存在する場合は、適宜記載欄を追加すること。

地図上で各候補地の位置、主な周辺施設・道路等の概観をお示しください。
	画像を添付してください
※必ず地図の縮尺を記載


２．２　各候補地の詳細情報

【候補地①】
	総面積
（開発区域全体の面積）
	※造成済みの産業団地の場合は、下記の面積を記載すること。
当該産業団地の総面積×
ha

	候補地の外縁
	当該候補地の外縁を地図上にてお示しください。




画像を添付してください
※必ず地図の縮尺を記載






	交通アクセス
（高速IC、幹線道路、鉄道駅、港等からの距離）


	※直線距離ではなく、実際の道路状況を踏まえた距離を記載すること。
☐高速IC（IC名：　　　　、距離　　km）
☐幹線道路（道路名：　　　、距離　 km）
☐鉄道駅（駅名：　　　　、距離　　km）
☐港（港湾名：　　　　、距離　　km）
☐その他（　　　　　　　　）
※複数選択可

	用地所得/団地整備に向けたステークホルダーとの調整状況（地権者交渉等）
	現在の所有者
	☐団地整備の事業主体
☐その他

	
	（その他を選択した場合、）今後の用地取得見込みについて、所有者との協議状況やスケジュールを御記載ください。









	団地及び各種インフラ整備に関するスケジュールと概算
コスト
	当該候補地の現状を御選択ください。
☐構想・計画段階
☐開発が確定しているが未造成
☐造成中
☐造成済み

	
	（「造成済み」以外の場合、）団地及び各種インフラ整備に関する整備スケジュール及び総事業費を御記載ください。
※年度単位で分譲開始までのスケジュールを記載すること。


【団地整備】




【その他インフラ整備】






	資金調達計画
	（「造成済み」以外の場合、）整備スケジュールや総事業費を踏まえた、資金調達計画（地方公共団体の予算計画／融資の計画等）とその実現可能性を具体的に御記載ください。











※候補地②以降についても同様に表を追加すること。




２．３　各候補地に対する事業者の立地ニーズ
　各候補地に対する事業者からの問い合わせの状況や事業者との協議状況について御記載ください。
【候補地①】
	候補地に対する
事業者ニーズ
	各候補地に対する事業者の引き合い状況を御記載ください。

· 候補地に対する事業者からの検討ステータス
a.問い合わせ　　　：　件
b.具体的な協議段階：　件

各事業者との検討状況の概要を御記載ください。
※事業者に対して事実確認する場合があります。

	事業者名
	

	検討状況
	選択

	検討状況の概要
	

	想定される着工時期
	年　月

	想定される開発面積
	ha


※複数事業者が検討している場合は適宜表を追加すること。


	周辺地域における
立地ニーズ
	当該候補地と同一市区町村内において事業者の進出に関する問い合わせ及び協議が進んでいる事例があれば御記載ください。

a.問い合わせのみ：　件
b.地権者交渉段階：　件
c.土地取得済　　：　件
d.着工済　　　　：　件

各事業者の検討状況の概要を御記載ください。
※事業者に対して事実確認を行う場合があります。

	事業者名
	

	検討場所（住所）
	

	検討状況
	選択

	想定される着工時期
	年　月

	想定される開発面積
	ha


※複数事業者が検討している場合は適宜表を追加すること。



※候補地②以降についても同様に表を追加すること。

３．競争力強化に関する事項

３．１　GX産業団地の整備を通じた産業振興計画
　（Ⅰ）産業競争力の強化、（Ⅱ）地域経済の活性化、（Ⅲ）雇用の拡大・創出、（Ⅳ）地域課題の解決の4つの観点を踏まえた、具体的かつ実現性の高い計画を御記載ください。
　※申請形態②又は③で申請する場合は、主たる申請者及び共同申請者となる地方公共団体（以下「申請地方公共団体」という。）で一つの全体計画を記載すること。
　※事業規模や経済波及効果等、可能な限り定量的に御記載ください。
	





４．脱炭素に関する事項

４．１　入居企業の電力使用量の全量が脱炭素電源由来であることを担保するための計画／仕組み
※脱炭素電源と取り扱う電源種等は（別紙１）を参照すること。
※候補地内に脱炭素電源を設置して自家消費する、特定の脱炭素電源からの電力や環境価値の供給契約を発電事業者と直接又は間接に締結する（コーポレートPPA）、小売電気事業者の提供する脱炭素電力メニュー（トラッキング付き非化石証書を活用した特定地域産の電力プランや、特定の電源種の電力プラン等）を活用する等、電力使用量の全量が脱炭素電力で賄われる限りにおいて、多様な調達・契約形態を想定しています。

【候補地①】
	入居企業の電力使用量の全量が脱炭素電源由来であることを義務化する予定
	☐あり
☐なし

	入居企業の電力使用量の全量が脱炭素電源由来であることを担保するための計画や仕組みを御記載ください。
（例）候補地への分譲要件とする、組合を組成し候補地内への一括供給を行う等



※候補地②以降についても同様に表を追加すること。






４．２　活用する脱炭素電源の詳細

【候補地①】
	（Ⅰ）
活用予定の
電力供給手法
	活用予定の電力供給手法を御選択ください。
☐自家発電
☐コーポレートPPA
※特定の脱炭素電源からの電力や環境価値の供給契約を発電事業者と直接又は間接に締結するもの
☐脱炭素電力メニュー
☐その他（　　　）（　　　）（　　　）
※複数選択可
※「その他」で複数の供給手法が該当する場合、それぞれ（　）内に記載すること。

	（Ⅱ）
自家発電やコーポレートPPAの
積極的な活用

	上記で御記載の電力供給手法毎の電力使用量全体に占める割合の想定を御記載ください。
※入居企業の操業開始予定年度における想定割合を記載すること。

	操業開始予定年度
	年度



	電力供給手法
	想定割合

	自家発電
	％

	コーポレートPPA
	％

	脱炭素電力メニュー
	％

	その他（　　　）
	％

	その他（　　　）
	％

	その他（　　　）
	％


※適宜欄を追加して記載すること。



	
	電力供給手法毎の電力使用量全体に占める割合の内、自家発電及びコーポレートPPAによる供給割合について、将来達成を目指す割合と、達成年度を御記載ください。

	目標達成年度
	年度



	電力供給手法
	達成を目指す割合

	自家発電
	％

	コーポレートPPA
	％




	（Ⅲ）
新設・再稼働電源の積極的な活用
	入居企業の電力使用量の内、新設・再稼働電源由来の電力が含まれる場合、その所在地、運転開始時期及び電力供給量の見込みを御記載ください。
※新設・再稼働と取り扱う電源については、（別紙１）を参照すること。
	発電所名
	

	住所
	

	運転開始時期の見込み
	年　月

	供給電力量の見込み
	kWh/年


※複数の新設・再稼働電源が含まれる場合は、適宜表を追加して記載すること。


	
	入居企業の電力使用量全体に占める新設・再稼働電源由来の電力が占める割合を御記載ください。
※入居企業の操業開始予定年度における想定割合を記載すること。

	操業開始予定年度
	年度

	想定割合
	％




	
	候補地への入居企業の電力使用量全体に占める新設・再稼働電源由来の電力が占める割合について、将来達成を目指す割合と、達成年度を御記載ください。

	目標達成年度
	年度

	達成を目指す割合
	％

	備考
	地域内に豊富な脱炭素電力が既に存在するなど、新設・再稼働電源の積極的な活用を促進しない合理的な理由があれば御記載ください。











	（Ⅳ）
申請地方公共団体内の脱炭素電源の積極的な活用
	入居企業の電力使用量全体に占める、申請地方公共団体内に立地する脱炭素電源由来の電力が占める割合を御記載ください。
※入居企業の操業開始予定年度における想定割合を記載すること。
※申請地方公共団体内に立地する脱炭素電源由来の電力の例
· 候補地内に脱炭素電源を設置して自家消費する。
· 申請地方公共団体内の脱炭素電源とコーポレートPPAで契約する。
· その他、申請地方公共団体内の脱炭素電源の非化石価値を活用する（脱炭素電力メニュー等）。

	操業開始予定年度
	年度

	想定割合
	％





	
	候補地への入居企業の電力使用量全体に占める、申請地方公共団体内に立地する脱炭素電源由来の電力が占める割合について、将来達成を目指す割合と、達成年度を御記載ください。

	目標達成年度
	年度

	達成を目指す割合
	％




	（Ⅴ）
上記を担保する
ための計画
	（Ⅱ）（Ⅲ）（Ⅳ）に記載した下記3点における「将来達成を目指す割合と、達成年度」を実現するための計画を御記載ください。
· 電力供給手法毎の電力使用量全体に占める割合の内、自家発電及びコーポレートPPAによる供給割合
· 入居企業の電力使用量全体に占める新設・再稼働電源由来の電力が占める割合
· 候補地への入居企業の電力使用量全体に占める申請地方公共団体内に立地する脱炭素電源由来の電力が占める割合













	（Ⅵ）
コーポレートPPAで供給を予定する各電源の詳細情報
	（（Ⅰ）で「コーポレートPPA」を選択した場合、）当該候補地にコーポレートPPAで供給を予定する脱炭素電源の詳細情報を御記載ください。

※「新設・再稼働電源の積極的な活用」の欄で記載した電源についても、該当するものがあれば再度記載すること。
	事業主体
	☐決定済（事業者名：　　　　　　　）
☐未定

	電源種
	※（別紙１）より選択すること。
選択 

	当該電源の
設備容量
	　　　kW

	電力供給量
	（契約電力の想定）　　  　kW
（契約電力を踏まえた供給電力量の見込み）　kWh/年

	系統充当率
	再エネ発電設備に蓄電池が併設されている場合、系統から充当される電力量の割合を御記載ください。
％

	混燃率

	電源種がf,i,kの場合、非化石燃料使用率を御記載ください。
％

	回収率
	電源種がl,mの場合、電気のエネルギー源としての化石燃料の利用に伴って発生する二酸化炭素の回収率を御記載ください。
％
	電源種が「純水素型燃料電池」である場合、右欄にチェックのうえ、回収率を100%と御記載ください。
	☐




	着工/運転開始時期
	※新設・再稼働電源のみ記載すること。また、工事を伴わない場合は運転開始時期のみを記載すること。
（想定される）　　着工時期　　　　年　　月（想定される）運転開始時期　　　　年　　月

	設置場所
	住所
	

	
	面積
	ha


	
	設置場所の外縁
	画像を添付してください
※必ず地図の縮尺を記載

	事業主体との合意形成までのスケジュール
	※当該候補地への供給に向けた合意形成状況を記載すること。



	規律確保
	FIT/FIP
制度への認定申請
	☐認定取得済み
☐認定を取得予定（申請予定、審査中など）
☐認定取得の予定なし
☐FIT/FIP制度上の「再生可能エネルギー発電設備」に該当しない電源種である

	
	規律確保の状況
	（「認定を取得予定」を選択した場合、）
下記事項について、記載内容を御確認の上、該当欄にチェックをお入れください。
	地方公共団体名
	

	認定取得に向け、地方公共団体において必要な指導及び確認を行うこと
	☐



（「認定取得の予定なし」を選択した場合、）
下記事項について、記載内容を御確認の上、該当欄にチェックをお入れください。

	地方公共団体名
	

	【既設電源の場合】
電源開発が、（別紙２）に記載の①の事項に適合していること
	☐

	【新設・再稼働電源の場合】
電源開発が、（別紙２）に記載の①,②の事項を遵守したうえで確実に実施されるよう、地方公共団体において必要な指導及び確認を行うこと
	☐




（「FIT/FIP制度上の「再生可能エネルギー発電設備」に該当しない電源種である」を選択した場合、）
下記事項について、記載内容を御確認の上、該当欄にチェックをお入れください。
	地方公共団体名
	

	関係法令を遵守し当該電源の開発及び運転が行われるよう、地方公共団体において必要な指導及び確認を行うこと
	☐





※複数の電源からの供給を検討している場合は、適宜表を追加すること。

	（Ⅶ）
活用予定の脱炭素電力メニューの
詳細情報
	（（Ⅰ）で「脱炭素電力メニュー」を選択した場合、）当該候補地に供給を予定する脱炭素電力メニューの詳細情報を御記載ください。


	メニュー名
	

	取扱小売電気事業者名
	

	小売電気事業者と申請地方公共団体との資本関係
	☐あり（地方公共団体名：　　　　　　）
☐なし

	供給電力量
	（契約電力の想定）　　  　kW
（契約電力を踏まえた供給電力量の見込み）　kWh/年

	トラッキングの有無
	発電所の情報や電源種別などの情報を確認可能なトラッキングの有無を御選択ください。
☐トラッキング有
☐トラッキング無

	非化石証書種別
	☐FIT非化石証書
☐非FIT非化石証書

	備考
	申請地方公共団体内の電源の非化石価値を活用しているなど、メニューの特色があれば御記載ください。


※複数の脱炭素電力メニューからの供給を検討している場合は、適宜表を追加すること。



※候補地②以降についても同様に表を追加すること。


４．３　地方公共団体実行計画
　
	申請地方公共団体名
	

	実行計画（事務事業編）
	※別添資料として添付すること。
※2027年度までの計画策定又は改訂を予定している場合には、策定又は改訂に向けたスケジュールを記載すること。



	実行計画（区域施策編）
	※別添資料として添付すること。
※2027年度までの計画策定又は改訂を予定している場合には、策定又は改訂に向けたスケジュールを記載すること。

	
	（区域施策編を策定している場合、）地球温暖化対策推進法に基づく再エネ促進区域の設定の有無を御選択ください。
☐設定している
☐設定していない


※同様に表を追加して申請地方公共団体ごとに記載すること。





４．４　脱炭素電源の供給増に向けた計画
　2030年頃を目安とした申請地方公共団体内の脱炭素電源の供給増に係る目標と、それに向けた各年度の達成見込み等を御記載ください。
※申請形態②で申請する場合は、申請地方公共団体の行政区域を合わせたエリアでの目標等、申請形態③で申請する場合は、都道府県での目標等を記載すること。
※脱炭素電源と取り扱う電源種等は（別紙１）を参照すること。

	供給量の増加目標
	■脱炭素電源全体の供給量の増加目標
※現在の発電容量は除き、電源の新設・再稼働（詳細は（別紙１）を参照すること。）及びリパワリングによる供給量の増加分のみの目標を記載すること。
	目標年度
	年度

	目標容量
	MW

	各年度の
達成見込み
	2026年度：　　MW
2027年度：　　MW
2028年度：　　MW
2029年度：　　MW
2030年度：　　MW
2031年度：　　MW
・・・
（目標年度まで御記載ください）



■電源種ごとの供給量の増加目標
	電源種
	※（別紙１）より選択すること。
選択

	目標開発容量
	MW

	各年度の
達成見込み
	2026年度：　　MW
2027年度：　　MW
・・・
（目標年度まで御記載ください）


※複数の電源種で目標を策定する場合は適宜表を追加すること。



	供給量の増加に向けた計画
	脱炭素電源の供給量の増加に向けた、電源の新設・再稼働に関する具体的な計画を御記載ください。
	事業主体
	☐決定済（事業者名：　　　　　　　）
☐未定

	設備の種類
	※（別紙１）より選択すること。
選択

	設備容量
	※リパワリングの場合は、設備容量の増加量を記載すること。
kW

	発電電力量
	※リパワリングの場合は、発電電力量の増加量を記載すること。
kWh/年

	系統充当率
	再エネ発電設備に蓄電池が併設されている場合、系統から充当される電力量の割合を御記載ください。
％

	混燃率

	（設備の種類が、f,i,kの場合、）非化石燃料使用率を御記載ください。
％

	回収率
	電源種がl,mの場合、電気のエネルギー源としての化石燃料の利用に伴って発生する二酸化炭素の回収率を御記載ください。
％
	電源種が「純水素型燃料電池」である場合、右欄にチェックのうえ、回収率を100%と御記載ください。
	☐




	設置場所
	住所
	

	
	開発面積
	ha

	
	設置場所の外縁
	画像を添付してください
※必ず地図の縮尺を記載

	着工/運転開始時期
	※工事を伴わない場合は運転開始時期のみを記載すること。
（想定される）　　着工時期　　　　年　　月
（想定される）運転開始時期　　　　年　　月

	FS調査の
スケジュール
	REPOSや
衛星写真
確認
	未実施・実施中・実施済
※（未実施・実施中の場合）今後実施する計画があれば記載すること。


	
	資料調査
	未実施・実施中・実施済
※（未実施・実施中の場合）今後実施する計画があれば記載すること。


	
	実地調査
	未実施・実施中・実施済
※（未実施・実施中の場合）今後実施する計画があれば記載すること。


	関係者との合意形成までのスケジュール
	地権者
	※土地所得を要する場合にのみ記載すること。

	規律確保
	FIT/FIP
制度への
認定申請
	☐認定所得済み
☐認定を取得予定（申請予定、審査中など）
☐認定取得の予定なし
☐FIT/FIP制度上の「再生可能エネルギー発電設備」に該当しない電源種である

	
	規律確保
の状況
	（「認定を取得予定」を選択した場合、）
下記事項について、記載内容を御確認の上、該当欄にチェックをお入れください。
	地方公共団体名
	

	認定所得に向け、地方公共団体において必要な指導及び確認を行うこと
	☐



（「認定取得の予定なし」を選択した場合、）
下記事項について、記載内容を御確認の上、該当欄にチェックをお入れください。
	地方公共団体名
	

	電源開発が、（別紙２）に記載の①,②の事項を遵守したうえで確実に実施されるよう、地方公共団体において必要な指導及び確認を行うこと
	☐



（「FIT/FIP制度上の「再生可能エネルギー発電設備」に該当しない電源種である」を選択した場合、）
下記事項について、記載内容を御確認の上、該当欄にチェックをお入れください。
	地方公共団体名
	

	関係法令を遵守し当該電源の開発及び運転が行われるよう、地方公共団体において必要な指導及び確認を行うこと
	☐





※複数の計画があれば適宜表を追加して記載すること。



５．地域との連携等に関する事項

５．１　地域への産業集積を実現できる体制の整備
以下の要素を含めた本計画における事業体制について御記載ください。
· 申請地方公共団体及び共同申請者となる事業者等がそれぞれ担う役割
· 申請地方公共団体における企業誘致に係る組織体制等（人数、専門性※１、活動実績）
※各候補地への企業誘致を行う申請地方公共団体のみ記載すること。
※１ 誘致対象とする産業種に対する知識、土地造成や各種インフラに関する知識など幅広い専門性を想定。
· 本制度における「脱炭素電源等の整備支援」を活用し、新規電源の開発を希望される申請地方公共団体は電源開発に関する組織体制等（人数、専門性※２、活動実績）についても御記載ください。
※２ 再生可能エネルギー発電設備・蓄電池等に係る電源開発・導入（PPAを含む電源確保のための契約・スキーム構築を含む）に関する知識、電気保安管理を含む電源設備の運転・維持管理に関する知識、エネルギーマネジメントに関する知識、電気事業制度に関する知識、用地調整・関係者調整の実務に関する知見など、幅広い専門性を想定。

	地方公共団体名又は
事業者名
	本計画における役割
（例）団地整備、脱炭素電源の開発／供給等

	
	

	
	


※同様に表を追加して申請地方公共団体及び共同申請者（事業者等）ごとに記載すること。

	地方公共団体名
	

	組織体制・活動実績
	企業誘致に関する組織体制・取組状況
	組織体制
	企業誘致を行う部署名
	

	
	企業誘致に従事する
職員数
	名

	
	専門性

	

	直近3年間の
活動実績
	展示会参加
	回

	
	企業訪問
	回

	
	アンケート調査
	件

	
	その他
	



電源開発に関する組織体制
	組織体制
	人数
	名

	
	専門性
	

	直近3年の活動実績
	地域の再エネ導入に係る目標設定及び再エネ導入ポテンシャル調査・ゾーニングの実施実績
	

	
	民間事業者と連携して再エネ導入に取り組んだ実績（地域エネルギー会社の再エネ電源整備や面的なエネルギーマネジメントなど）
	

	
	再エネ導入に係る地元合意形成に向けた取組みの実績
	

	
	再エネ導入に係る地域金融機関との連携実績（資金調達など）
	





※同様に表を追加して申請地方公共団体ごとに記載すること。




５．２　進出企業に対する財政支援
　申請地方公共団体が有する、各候補地で活用可能な企業立地や投資促進に資する支援制度（設備投資助成、雇用奨励金、税制優遇、金融支援等）を御記載ください。

【候補地①】
	支援制度
	
	支援制度名
	

	制度を有する
地方公共団体名
	

	制度概要
	※補助率や支援上限額等を含めて記載すること。



	直近3年間の活用実績
	
	年度
	件数
	活用金額

	2023年度
	
	

	2024年度
	
	

	2025年度
	
	


※税制優遇の場合は、控除額の総計を活用金額の欄に記載すること。



※複数の支援制度があれば適宜表を追加して記載すること。


※候補地②以降についても同様に表を追加すること。

５．３　人材確保に関する取組状況
申請地方公共団体のそれぞれについて、人材確保に関する取組の状況を御記載ください。
	地方公共団体名
	

	直近3年間の
活動実績
	
	活動名
	

	活動概要
	

	活動の対象となる候補地
	


※複数の取組実績があれば適宜表を追加して記載すること。



※同様に表を追加して申請地方公共団体ごとに記載すること。
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